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 貸借対照表   

 (平成27年3月31日) 単位： 円  

資産の部   

I  流動資産   
現金及び預金              

未収入金                  

前払金    

立替金 

673,605,375

555,948
5,188,721

   407,366

  

     流動資産合計  679,757,410  

II  固定資産     
1.  有形固定資産     
  建 物 

    減価償却累計額 

  工具器具備品 

    減価償却累計額 

  有形固定資産合計 

21,526,780

 10,142,533

41,795,407

 35,496,035

11,384,247

  6,299,372

17,683,619

  

2.  無形固定資産     
  ソフトウェア 

  無形固定資産合計   

 14,343,525

  14,343,525

  

   固定資産合計    32,027,144

   資産合計     711,784,554

     

負債の部     

I  流動負債     

運営費交付金債務 

預り金 

預り科研費補助金 

未払金 

未払費用 

 459,562,199

5,019,425

5,022,077

154,188,651

  14,406,690

  

   流動負債合計   638,199,042  

II  固定負債     

資産見返負債 

  資産見返運営費交付金 

  資産見返物品受贈額 

32,027,142

        2

 
 

  32,027,144

  

     固定負債合計     32,027,144  

     負債合計   670,226,186

     

純資産の部     

I  利益剰余金     

積立金  25,645,257  

当期未処分利益   15,913,111  

（うち当期総利益 15,913,111）    

利益剰余金合計     41,558,368  

     純資産合計     41,558,368

     負債純資産合計      711,784,554
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 損益計算書   

                                （平成26年4月1日～平成27年3月31日）  
   単位： 円  

     
I  経常費用     

1.  研究業務費     
（1）人件費          476,306,594    
（2）減価償却費 3,487,502    
（3）その他の研究業務費 ※１   606,293,607 1,086,087,703   

2.  一般管理費     
（1）人件費          130,855,303    
（2）減価償却費 5,196,202    
（3）その他の一般管理費 ※２   206,856,063   342,907,568   

   3. 雑損    358,036   
経常費用合計                             1,429,353,307 

     

II  経常収益     

1.   運営費交付金収益        1,420,823,460   

2.   普及業務収入  44,976   

3.   受託収入  8,263,827   

4.   シンポジウム収入  302,500   

5.   資産見返運営費交付金戻入          8,900,355   

6.   資産見返寄附金戻入  1   

7.   科学研究費間接費収入  4,853,154   

8.   寄附金収益  2,000,000   

9.   財務収益                  

        受取利息     148,180 148,180    

10.  雑益             146,617   

経常収益合計                         1,445,483,070 

     

III  経常利益                     16,129,763 

     

IV  臨時損失     
   1.  固定資産除却損   216,652         216,652  

  

V  当期純利益                                15,913,111 

     

VI  当期総利益                               15,913,111 

  



 3

 

 
キャッシュ・フロー計算書 

（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

 単位： 円  
  

   
I  業務活動によるキャッシュ・フロー   

 商品又はサービスの購入による支出 －266,154,201  
 人件費支出 －602,595,616  
 その他の業務支出 －540,395,907  
 受託事業支出 －444,909  
 科学研究費補助金預り金支出 －16,841,054  
 運営費交付金収入 1,442,534,000  
 普及業務収入 44,976  
 受託収入 8,175,715  
 シンポジウム収入 302,500  
 科学研究費補助金預り金収入 23,755,334  
 寄附金収益 2,000,000  
 雑益        146,617  
   小計 50,527,455  
利息の受取額          147,476  
業務活動によるキャッシュ・フロー 50,674,931  
   
   

II  投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出    －10,107,450  

投資活動によるキャッシュ・フロー －10,107,450  
   
   

III  財務活動によるキャッシュ・フロー 0  
                  

IV  資金増加額 40,567,481   
   

V  資金期首残高     633,037,894  
   

VI  資金期末残高    673,605,375  
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利益の処分に関する書類 
（平成27年8月12日） 

単位：  円  
    

I  当期未処分利益   15,913,111  

 当期総利益 15,913,111   

    

II  利益処分額    

 積立金   15,913,111  

   
 
 
 
 
 
 

 

行政サービス実施コスト計算書 
（平成26年4月1日～平成27年3月31日） 

単位： 円 

      
I  業務費用  1,413,810,705  

(1)損益計算書上の費用     
   研究業務費 1,086,087,703    
   一般管理費  342,907,568  

     雑損 358,036   
   臨時損失      216,652 1,429,569,959   
(2)(控除)自己収入等     
   普及業務収入 －44,976    
   受託収入 －8,263,827    
  シンポジウム収入 －302,500    
    科学研究費間接費収入 －4,853,154    
   寄附金収益 －2,000,000    
   財務収益 －148,180    
   雑益   －146,617  －15,759,254  

     
II  引当外賞与見積額  2,392,286  

    
III  引当外退職手当増加見積額  44,958,431  

     
IV  機会費用     

  国有財産無償使用の機会費用   118,588,400  
     

V  行政サービス実施コスト   1,579,749,822  
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注 記 
 
 

重要な会計方針 

１． 運営費交付金収益の計上基準 
業務達成基準を採用しております。ただし、人件費及び一般管理費については期間進行基準

を採用しております。 
２． 減価償却費の会計処理方法 

有形固定資産・無形固定資産は、定額法を採用しております。 
主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物 15年  工具器具備品 5年～6年  ソフトウェア 5年   
３． 賞与支給に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の賞与については財源措置がなされているため、賞与に係る引当金は計上しておりませ

ん。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外賞与見積額は、独立行政法人会計基準

第88第2項に基づき賞与支給に係る当期増加額を計上しております。 
４． 退職手当に係る引当金及び見積額の計上方法 
   職員の退職手当については財源措置がなされているため、退職手当に係る引当金は計上して 

おりません。 
また、行政サービス実施コスト計算書における引当外退職手当増加見積額は、自己都合退職 
金要支給額の当期増加額に基づき計上しております。 

５． 行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法 
国有財産無償使用の機会費用の計算方法は、近隣の賃貸料を参考に算出しております。 

６． 消費税等の会計処理 
税込方式を採用しております。 

 

貸借対照表注記 

１．期末における賞与見積額は、31,656,105円であります。 
２．期末における退職手当の要支給総額の見込額は、308,383,712円であります。 
 
 

損益計算書注記 

１．※１ その他の研究業務費のうち主要な費目及び金額         
謝金          199,173,926円 
研究業務委託費     119,789,663円 
データベース経費    113,377,326円 

                
 
２．※２ その他の一般管理費のうち主要な費目及び金額 
     賃借料                 96,620,655円 
     一般業務委託費         51,652,860円 
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キャッシュ・フロー計算書注記 

１． 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳 
現金及び預金   673,605,375円 
資金期末残高   673,605,375円 

２． 人件費支出には、退職手当及び法定福利費を含んでおります。 
 
 

行政サービス実施コスト計算書注記 

１．国有財産無償使用の機会費用 
国有財産の無償使用面積は、1,578.50㎡であります。 

    1,578.5㎡÷3.3㎡×20,660円×12ヶ月＝ 118,588,400円 
     
 

金融商品に関する注記   

                                                                              単位： 円 
 

 

貸借対照表 

計上額 

時価 差額 

現金及び預金 673,605,375 673,605,375 0

未収入金 555,948 555,948 0

未払金 (154,188,651) (154,188,651) 0

 
       (注) 負債に計上されているものは、（ ）で示しております。 
     
１．現金及び預金、未収入金、未払金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい 
  ことから、当該帳簿価額によっております。 
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附属明細書 
 

固定資産の取得、処分及び減価償却費の明細 
単位： 円 

 

 

資産の種類 

 

期首 

残高 

 

当期 

増加額 

 

当期 

減少額 

 

期末 

残高 

減価償却

累計額 

  

差引当期末

残高 

 

摘要 当期償却額 

有形固定資産 

（償却費損益内） 

建 物 21,526,780 0 0 21,526,780 10,142,533 1,345,876 11,384,247  

工具器具備品 41,446,964 1,253,826 905,383 41,795,407 35,496,035 3,241,903 6,299,372  

計 62,973,744 1,253,826 905,383 63,322,187 45,638,568 4,587,779 17,683,619  

有形固定資産 

合計 

 

建 物 21,526,780 0 0 21,526,780 10,142,533 1,345,876 11,384,247  

工具器具備品 41,446,964 1,253,826 905,383 41,795,407 35,496,035 3,241,903 6,299,372  

計 62,973,744 1,253,826 905,383 63,322,187 45,638,568 4,587,779 17,683,619  

無形固定資産 ソフトウェア 17,653,125 8,097,624 1,373,400 24,377,349 10,033,824 4,095,925 14,343,525

計 17,653,125 8,097,624 1,373,400 24,377,349 10,033,824 4,095,925 14,343,525

 

たな卸資産の明細 
該当事項ありません。 

 

有価証券の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期貸付金の明細 
  該当事項ありません。 
 

長期借入金の明細 

該当事項ありません。 
 

債券の明細 

該当事項ありません。 
 

引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

貸付金等に対する貸倒引当金の明細 

該当事項ありません。 
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退職給付引当金の明細 

該当事項ありません。 
 

資産除去債務の明細 

該当事項ありません。 
 

法令に基づく引当金等の明細 

該当事項ありません。 
 

保証債務の明細 

該当事項ありません。 
 

資本金及び資本剰余金の明細 
該当事項ありません。 

 

積立金の明細 
単位： 円 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要 
 

通則法44条1項 

積立金 

   22,136,875 3,508,382 － 25,645,257  

 

 

目的積立金の取崩しの明細  
該当事項ありません。 
 
 
 

運営費交付金債務及び当期振替額等の明細 

（１）運営費交付金債務の増減の明細                                            
                                       単位： 円 
交付年度 期首残高 交付金当 

期交付額 
当期振替額 期末残高

運営費交付金

収益 

資産見返運

営費交付金

資本 

剰余金

小 計 

23年度 0 － 0 0 0 0 0

24年度 0 － 0 0 0 0 0

25年度 447,203,109 － 447,203,109 0 0 447,203,109 0

26年度 － 1,442,534,000 973,620,351 9,351,450 0 982,971,801 459,562,199

合 計 447,203,109 1,442,534,000 1,420,823,460 9,351,450 0 1,430,174,910 459,562,199
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（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 
 
  平成２５年度交付分           単位： 円 

区分 金額            内 訳 

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 447,203,109 ①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：447,203,109円 

 研究業務費 447,203,109円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：該当なし  

ｳ)固定資産の取得額：該当なし 

③研究プロジェクト及び業務について、年度計画の予定どおりに研究活動

が進行したので、当該業務に充てられる運営費交付金の計画額の全額を

収益化した。 

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

 

 

計 447,203,109

費用進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益      0  

費用進行基準を採用した業務はない。 

 

 

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

 

期間進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 0  

期間進行基準を採用した業務はない。 資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 447,203,109  
 
 
平成２６年度交付分           単位： 円 

区分 金額            内 訳 

 
 
業務達成

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益 160,562,894 ①業務達成基準を採用した業務：調査及び研究業務、政策提言・普及業務、

資料収集管理業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：159,090,498円 

 研究業務費 159,090,498円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：2,347,476円 

 普及業務収入 44,976円、シンポジウム収入 302,500円 

  寄附金収益 2,000,000円 

ｳ)固定資産の取得額：4,401,000円 

③研究プロジェクト及び業務について、一部の研究プロジェクト及び業務

に、進捗の遅れ及び計画の見直し・修正により翌年度に延期・繰り越さ

れたものがあるため、合計で459,562,199円を翌年度に繰り越し、翌年

度以降収益化する見込みである。 

④運営費交付金収益化額の積算根拠 

上記③以外の研究プロジェクトは年度計画の予定どおりに研究活動が

進行したので、当該業務に充てられる運営費交付金の計画額の全額を収

益化した。 

資産見返運営費交付金 4,401,000

資本剰余金 0

 

 

計 164,963,894

費用進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益      0  

費用進行基準を採用した業務はない。 

 

 

資産見返運営費交付金 0

資本剰余金 0

計 0
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期間進行

基準によ

る振替額 

運営費交付金収益  813,057,457 ①期間進行基準を採用した業務：上記業務達成基準を採用した業務以外の

全ての業務 

②当該業務に関する損益等 

ｱ)損益計算書に計上した費用の額：814,375,996円 

 人件費 607,161,897円、その他 207,214,099円 

ｲ)自己収入に係る収益計上額：13,411,778円 

 受託収入 8,263,827円、財務収益 148,180円、雑益 146,617円 

  科学研究費間接費収入 4,853,154円 

ｳ)固定資産の取得額：4,950,450円 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

年度計画の予定どおりに研究活動が進行したので、当該業務に充てられ

る運営費交付金の計画額の全額を収益化した。 

資産見返運営費交付金 4,950,450

資本剰余金 0

 

計 818,007,907

会計基準第81条第3項による振替額 0 － 
       合計 982,971,801  
 
 
（３）運営費交付金債務残高の明細 
                                       単位： 円 

運営費交付金債務残高      残高の発生理由及び収益化等の計画     

(交付年度) 

 
平成 

２６年度 

業務達成基準を採用し

た業務に係わる分 

459,562,199 運営費交付金債務残高発生理由 

 研究プロジェクト及び業務について、一部の研究プロジェクト及び業務

に、進捗の遅れ及び計画の見直し・修正により翌年度に延期・繰り越さ

れたものがあるため、合計で459,562,199円を翌年度に繰り越し、翌 

年度以降収益化する見込みである。内訳は、調査及び研究業務

459,562,199円である。 

費用進行基準を採用し

た業務に係わる分 

－ 

期間進行基準を採用し

た業務に係わる分 

－ 

計 459,562,199

 

運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 

該当事項ありません。 
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役員及び職員の給与の明細 
単位：千円・人 

区 分      報酬又は給与       退職手当 
支給額 支給人員 支給額 支給人員 

役 員 
 

(3,755)

38,475

(2.0)

2.0

(0) 

0 

(0)

0

職 員 
 

(116,965)

376,480

(37.4)

46.8

(201) 

    6,615 

(2)

2

合 計 
 

(120,720)

414,955

(39.4)

48.8

(201) 

6,615 

(2)

2

 

（注）役員に対する報酬及び退職手当は、その役員の業績と、国家公務員の給与、民間企業の役員の報酬及び経済産 

業研究所の実績その他の事情を考慮して決定しております。 

職員に対する給与及び退職手当は、その職員の勤務成績と研究所の実績を考慮し、社会の一般情勢に適合した 

ものとしております。 

（注）支給額は千円単位で、切り捨て表示としております。 

（注）報酬又は給与の支給人員数は、年間平均人員数によっております。 

（注）役員及び職員には出向を含んでおり、上段の（  ）は非常勤を、下段は常勤を表示しております。 

（注）報酬又は給与には、法定福利費は含めておりません。 

 

 

セグメント情報 
当法人は、内外の経済及び産業に関する事情並びに経済産業政策に関する基礎的な調査及び研究、その成果の活 

用による政策提言・普及活動、及びそれらを支援するための資料収集管理を一体的な業務として運営しているの 

で、事業の種類別セグメント情報を記載しておりません。 

 

 


